
​建 設 委 員 会​

​日　　　程​

​（令和７年）​
​８月18日～８月20日（３日間）​

​調査都市​

​岡　　山　　市​

​山　　口　　県​

​北　九　州　市​

​視​

​　​

​　​

​察​

​　​

​　​

​参​

​　​

​　​

​加​

​　​

​　​

​者​

​委 員 長​

​副委員長​

​委　　員​

​三　神　英　彦​

​わたなべ泰　行​

​五十嵐　徳　美​

​北　村　光一郎​

​小　野　正　美​

​水　上　美　華​

​好　井　七　海​

​脇　元　繁　之​

​波　田　大　専​

​随行書記​
​大　島　翔　太​

​伊　藤　智　宙​

​調査項目​

​１　都市公園の機能向上について​

​２　建設産業におけるＤＸの取組について​

​３　持続可能な下水道事業に向けた取組について​



​建設委員会​

​岡　山　市​
​【都市公園の機能向上について】​
​１　北長瀬未来ふれあい総合公園について​
​　​​⑴　概要​

​　　​​北長瀬未来ふれあい総合公園は、令和５年４月に旧国鉄岡山操車場跡地を利活用して整備された総合公園​

​である。当初は市制100周年記念事業として「岡山チボリ公園」の誘致を計画するも、平成３年に計画断念に​

​至り、その後、多目的ドームを核とした公園整備構想が提案され、平成15年には「岡山ドーム」および多目​

​的広場がオープン。平成17年にはJR北長瀬駅が開業し、アクセスの利便性が向上した。平成23年には公園部​

​分を含む周辺について「岡山操車場跡地整備基本構想」を公表し、​​「人々が関わることで育まれる都市の​

​森」​​を全体コンセプトとして、​​跡地全体を３つのゾーンにゾーニング​​し、整備方針を策定。また、平成25年​

​には「岡山操車場跡地整備基本計画」を公表し、ゾーンごとに導入する施設ごとの区域を設定した。​

​　　北長瀬未来ふれあい総合公園は、このうちの​​「交流・防災拠点ゾーン（総合公園区域）」に位置​​し、公園​

​を見渡すことのできる「見晴らしの丘」、遊具等を配置した「子ども広場」、軽スポーツや大規模イベント​

​等が開催可能な「芝生広場」、スポーツ利用が可能な「多目的広場」、岡山ドームと一体となってイベント​

​等が開催可能な「イベント広場」等で構成される。総事業費は145億円（用地費82億円・工事費63億円）であ​

​り、​​令和５年４月に全面オープン​​。​

​　​

​　⑵　公園の利活用に向けた取組​
​　　当初は、本公園を“パークマネジメントを推進する公園”として位置づけ、複数​

​の活動団体が中心となり「操車場跡地にできる新公園を活用する市民の会」を　　​

​設立。公園の利活用に向けた賑わい創出事業を実施した。​

​　　令和元年度からは、官民連携の組織である​​「岡山西部総合公園（仮称）活用準備​

​組合」​​において、公園の賑わい創出や利便性向上、法定協議会設立に向けた準備を​

​目的として、Ｗｅｂ等による情報発信及びイベントの企画・運営を実施してきた。​

​　　令和５年４月の公園全面オープン以降は、都市公園法第17条の２に基づく協議会​

​として​​「北長瀬未来ふれあい総合公園活用協議会」​​を立ち上げ、公園の利便性向上​

​を図るために必要な協議を行うことを目的として、公園利用のルール作りや公園に​

​関する計画や事業に対する提言等を実施している。​



​建設委員会​

​岡　山　市​
​２　防災公園としての機能について​

​　⑴　防災設備の設置​
​　　本公園は、岡山市地域防災計画において​​地域防災拠点​​に位置付けられており、公園内には、計画避難者数​

​である​​37,400人が避難できる​​ような防災設備が設置されている。​

​　​​⑵　雨水流出抑制対策​
​　　岡山市では、「岡山市浸水対策の推進に関する条例」において、3,000㎡以上の開発行為等に対し、雨水流​

​出抑制対策の実施が求められている。本公園が位置する地区周辺は雨水ポンプ場を建設するなど、浸水対策​

​が進められており、本公園整備においても雨水流出抑制対策が求められていることから、以下の対策を講じ​

​ることによって、​​公園全体として約5,000㎥の雨水流出抑制対策を実施。​

​　●多目的広場：周辺より低い高さで整備をし、降雨時に雨水を貯留できる構造としている。​

​　●芝生広場：中心部が低いすり鉢状となっており、約1,300㎥の雨水を貯留可能。​

​　●地下空間(砕石貯留)：地下に砕石の層を設け、砕石の空隙に雨水を貯めることで流出抑制。​

​３​​　Ｐａｒｋ－ＰＦＩと指定管理者制度の組合せによる管理・運営​

​　​​⑴　Ｐａｒｋ－ＰＦＩ制度について​

​　　​​Ｐａｒｋ－ＰＦＩ（公募設置管理制度）とは、カフェ等の収益施設（公募対象公園施設）の設置・管理を​

​行う民間事業者を公募により選定する手続きであり、収益施設から得られる収益を広場等の公園施設（特定​

​公園施設）の整備に還元することを条件に、特例設置を適用する仕組み。​

​＜Ｐａｒｋ－ＰＦＩ制度の主な特徴＞​

​●​​長期の事業期間​

​　最長20年間の事業期間が確保されるため、民間の優良投資が促進される。​

​●​​建ぺい率の緩和​

​　建ぺい率を10％上乗せできるため、より大規模な収益施設の設置が可能となる。​

​●​​収入増​

​　カフェなどの利便性向上に資する公募対象公園施設の公募が可能となり、公園　​

​使用料による収入増を図ることができる。​

​●​​市の支出なしでの施設整備​

​　公募対象公園施設の収益を特定公園施設の整備費に充当できるため、市の費用　​

​負担なしで施設整備が可能となる。​

​●​​事業の収益性を高める占用物件の設置​

​　自転車駐車場、看板、広告塔などの占用が可能となる。​



​建設委員会​

​岡　山　市​
​　⑵　北長瀬未来ふれあい総合公園における管理・運営の概要​

​本​​公​​園​​で​​は、​​賑​​わ​​い​​創​​出​​を​​図​​り、​​効​​率​​的・​​効​​果​​的​​に​​管​​理・​​運​​営​​す​​る​​こ​​と​​を​​目​​的​​に、​​岡​​山​​市​​で​​初​​採​​用​​と​​な​​る​​　​

​Ｐａｒｋ－ＰＦＩ制度を指定管理者制度と組み合わせ​​、民間事業者が収益施設の設置等のアイデアを提案す​

​ることができる仕組により事業者を公募。​

​　　公募の結果、令和５年４月１日より以下の事業者においてＰａｒｋ－ＰＦＩ及び指定管理を開始。​

​　​
​　⑶　Ｐａｒｋ－ＰＦＩと指定管理者制度の組み合わせによる管理・運営​
​　　​​ＰＦＩと指定管理者を同一事業体とすることで、​​「調整の迅速化」と「機動力の向上」​​が期待される。　​

​行政側としては、事業者が公園の利用者であると同時に管理者でもあるため、​​公園使用手続きの簡素化​​や、​

​自主的な修繕・改善が円滑に行える​​というメリットがある。事業者側にとっても、Ｐａｒｋ－ＰＦＩだけで​

​は季節変動などにより収益が大きく左右される中、​​指定管理料が安定的な収入源となる​​ことで事業の継続性​

​が高まり、結果として公園の魅力向上・質向上に繋がりやすいとされている。​

​４​​　現地視察​

​　​​公園内の施設について視察を行った。​



​建設委員会​

​山　口　県​
​【建設産業におけるＤＸの取組について】​
​１　山口県建設ＤＸ推進計画について​
​　​​⑴　ＤＸ推進の背景と効果​

​　　​​山口県では、建設産業が直面する深刻な担い手不足と低い生産性、そして行政内部​

​の技術職員の減少といった課題を抱えており、これらを打開するため、県は単なる​

​ツールのデジタル化（ＩＴ化）に留まらない、業務プロセスそのものを変革する​​デジ​

​タルトランスフォーメーション（ＤＸ）を強力に推進​​している。​

​　　この取り組みの核心は、​​「トップダウン」による強いリーダーシップ​​と、​​「常に変​

​わり続ける文化の醸成」​​を最終目標とする明確なビジョンにある。県は、土木建築部​

​技術管理課の建設ＤＸ推進班を核として県内の建設産業ＤＸを推進し、産学官が連携​

​する「建設ＤＸ推進連絡協議会」を設立。戦略的な計画に基づき、多岐にわたる施策​

​を同時並行で展開している。​

​　　主要な取り組みとして、中小建設会社を主眼に置いたＩＣＴ活用工事の推進、​

​測量・設計段階からの３次元化を図る「ＢＩＭ／ＣＩＭ」の原則適用、徹底した​

​「書類のスリム化」、「情報共有システム・オンライン電子納品」の導入等が挙げ​

​られ、これらは現場の生産性向上と事務作業の効率化を目指すものである。​

​　　さらに、年間50件を目標とする伴走型のイベント開催やＳＮＳ等を通じた積極的な情報発信により、業界　​

​全体の意識改革と人材確保に努めている。同時に、県庁内部でも「やまぐちワークスタイルシフト」を掲げ、​

​執務環境の刷新やペーパーレス化、ＲＰＡ活用を実践。結果として、先行する技術管理課では残業時間が大幅​

​に削減されるなど、具体的な成果を上げている。県内自治体への波及や旧来の慣習との摩擦といった課題は　​

​依然として存在するものの、山口県の取り組みは、地方自治体が主導する建設分野の構造改革モデルとして注​

​目される。​

​　⑵　山口県建設ＤＸ推進計画の策定​
​　　建設分野における情報通信技術活用の促進に係る施策の総合企画及び調整を行うため、土木建築部技術管理​

​課の中に設置された建設ＤＸ推進班では４名体制で業務を行っており、発足当時の３つの理念として、​

​　​​①未来を創造する​​、​​②既成概念にとらわれない​​、​​③失敗を恐れない​​を掲げる。​

​　　建設ＤＸ推進班では、山口県内における建設産業の生産性向上や効果的・効率的な​

​インフラマネジメントを実現するため、公共事業関係者間の連携強化を目的として​

​「山口県建設ＤＸ推進連絡協議会」を設置​​。同協議会での関係者の意見等を基に、​

​令和５年２月には​​「山口県建設ＤＸ推進計画（第零版）」を策定。​​令和６年１月に​

​は第壱版、令和７年１月に第弐版を策定。​​現在は第参版を編集中。​

​　​



​建設委員会​

​山　口　県​
​　⑶　山口県建設ＤＸ推進計画の概要​
​　　計画は、３つの取り組み姿勢（既成概念にとらわれない、失敗を恐れない、関係者と連携して取り組む）と​

​目標の実現に向けた４つの柱（建設産業の生産性向上、インフラメンテナンスの高度化・効率化、データ利活​

​用環境の実現、新たな魅力発信と人材育成）を掲げる。​

​　　また、計画を策定する際のポイントとして、高校生でも理解できる内容とすること、電子媒体での公表、　​

​図やイラストをメインとした内容、難しい用語の解説ページへの誘導、ＫＰＩ指標を示さない、計画は随時　​

​更新すること等を挙げる。​

​　​
​　⑷　具体的な取り組み​

​　　​​計画では、上記の基本姿勢や目標実現に向けた４つの柱に基づき、以下の取り組み​

​を実施している。​

​　　​​① 建設維新ＩＣＴ：中小企業を主眼に置いたＩＣＴ活用工事の推進​

​　　　​​ＩＣＴ活用工事の普及はＤＸの柱の一つであり、特に県内事業者の大半を占め​

​　　るＢ～Ｄランクの中小建設会社への浸透を最重要課題としている。​

​　　​​・中心軸の転換：​​従来の「ＩＣＴ建機による施工」というイメージを改め、その　​

​　　　前段階である「３次元設計データの作成・活用」が生産性向上の中心であると　​

​　　　明確化。これにより、高価な建機を導入せずとも、測量や管理の省力化から始　​

​　　　められることを周知している。​

​　　​​・内製化の奨励：​​３次元データ作成を外部に丸投げすると、変更のたびに調整　​

​　　　コストと時間が発生し、かえって非効率になる。このため、事業者自身がデー​

​　　　タを扱える「内製化」を強く推奨。これにより、測量と施工を同時に進める　​

​　　　ことが可能となり、工期短縮と利益向上に繋がる。​

​　　​​・発注者指定型の導入：​​受注者の意欲に任せるだけでなく、県が特定の工事（河川堆積土砂撤去工事、　　​

​　　　路盤工事など）を「発注者指定型」とすることで、ＩＣＴ活用の裾野を強制的に広げている。この際、　​

​　　　工事規模（土量や金額）による制限を設けないことで、「どんな小さな現場でもデジタル技術は使える」​

​　　　というメッセージを発信している。​

​　　​​② ＢＩＭ／ＣＩＭの原則適用：設計段階からのＤＸ​

​　　　​​測量・設計から維持管理までの全行程で３次元データを連携させるＢＩＭ／ＣＩＭについて、令和７年　​

​　４月から道路・街路・砂防事業で原則適用を開始した。​

​　　​​・県内事業者の育成：​​全国大手のコンサルタントに依存するのではなく、災害時に真に頼りになる地元の　​

​　　　測量設計会社に技術を習得してもらうことを最優先し、県内事業者への発注を基本方針としている。　　​

​　　​​・多様な利活用：​​ＢＩＭ／ＣＩＭで得られる３次元点群データは、橋梁点検、災害復旧、まちづくりなど　​

​　　　多目的に活用されている。​

​　　​​③ 徹底した業務効率化：書類スリム化とデジタルツールの活用​

​　　　​​現場作業だけでなく、建設業の大きな負担となっている事務作業の効率化にも注力している。​

​　　​​・情報共有システムとオンライン電子納品：​​令和元年から試行を開始し、令和６年10月からは原則として​​　​

​　　　全ての発注工事で適用（発注者指定型）。これにより、書類の受け渡しや成果品の納品がオンラインで　​

​　　　完結し、移動時間や紙コストを削減する。​

​　　​​・書類のスリム化：​​「ムダな書類を作らない/作らせない」を合言葉に、法律上不要な書類や慣例で提出　​

​　　　されていた書類を徹底的に削減。「工事書類のスリム化の手引き」を策定・更新し、事業者と発注者双方​

​　　　の意識改革を促している。​



​建設委員会​

​山　口　県​
​　　​​④ 新たな魅力発信と人材育成​

​　　　​​ＤＸの推進には、業界全体の理解と担い手の確保が不可欠である。​

​　　​​・伴走型イベントの開催：​​県がルールを作るだけでなく、事業者と共に学び、体験する「伴走支援」を　　​

​　　　重視。令和６年度には50件のイベント（セミナー、体験会など）を実施し、令和７年度も同数の開催を　​

​　　　目標としている。​

​　　​​・ＳＮＳとポータルサイトによる情報発信：​​InstagramやYouTubeチャンネルを積極的に活​​用し、建設産業　​

​　　　の魅力を発信。また、現場見学のマッチングサイト「やま建Navi」を立ち上げ、学生と企業の接点を　　​

​　　　創出している。​

​　　​​⑤ データ利活用環境の実現：「いんふらまるごとマネジメント」​

​　　　​​県が保有するインフラデータを広く公開し、利活用を促進するため、専用サイト「いんふらまるごと　　​

​　　　マネジメント（ふらまる）」を令和７年４月に公開。道路、河川、ハザード情報などをオープンデータと​

​　　　して提供し、民間企業のビジネス活用や県民の防災対策に役立ててもらうことを目指している。​

​　​​⑸　行政内部の変革​

​　　​​土木建築部では、「建設業界のＤＸを進めるには、​

​まず自分たちが変わらなければならない」という考え​

​のもと、県庁全体の働き方改革「やまぐちワークスタ​

​イルシフト」に先駆け、​​「働きがいのある土木建築​

​部」を目指し、意識改革を推進。​

​　　引き出しのないデスクの導入によるペーパーレス　​

​促進や、紙面による決裁の廃止に伴う承認アプリの　​

​導入、定型的な事務作業のＲＰＡによる自動化、モバ​

​イルＰＣの利用を前提とした「どこでもワーク」の　​

​実践等を行っている。​

​　これらの取り組みの結果、​​技術管理課の一人当たり​

​年間残業時間は大幅に減少。​​業務効率化によって生み​

​出された時間は、新たな価値創出（イベント企画、　​

​研修開発など）に再投資する好循環を生み出している。​
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​【持続可能な下水道事業に向けた取組について】​
​１　日明浄化センターについて​
​　​​⑴　北九州市下水道事業の概要​

​　　​​北九州市は、昭和38年に門司市、小倉市、若松市、八幡市、戸畑市の５市が対等​

​合併して誕生した九州初の政令指定都市である。戦後、日本の四大工業地帯の一つ​

​として重化学工業を中心に目覚ましい発展を遂げたが、その繁栄の陰で1960年代に​

​は深刻な公害問題に直面した。​

​　　この危機的状況を転換させる原動力となったのは、子どもたちの健康被害を憂う​

​母親たちをはじめとする市民の強い働きかけであった。この声に応える形で、市​

​民、企業、行政が一体となって環境改善に乗り出し、公害を克服した。この経験​

​は、北九州市の現在の環境未来都市としての取り組みの礎となっている。​

​　　このような歴史的背景をもつ北九州市において、下水道事業は単なる衛生インフ​

​ラの役割にとどまらず、現在では下水汚泥の有効活用や資源循環等の先進的な取組​

​により、持続可能な事業に向けた体制を構築している。​

​　​​⑵　日明浄化センターの取組​
​　　北九州市の下水道システムは、市内に配置された５箇所の浄化​

​センター（日明、新町、曽根、北湊、皇后崎）と34箇所のポンプ​

​場によって構成される。これらを結ぶ下水道管路の総延長は、　​

​令和６年度末時点で約4,729kmとなっている。​

​　　今回視察を行った日明（ひあがり）浄化センターは、北九州市​

​内で最も高い処理能力を持つ浄化センターであり、併設するビジ​

​ターセンターには様々な体験型施設も完備している。また、海外​

​ビジネスの拠点として、下水道関連企業の先進技術等の展示や、　​

​国際研修やセミナーを開催できる機能も設けている。​

​　　また、日明浄化センターでは、エネルギーの地産地消の取り​

​　組みとして、隣接する「日明汚泥燃料化センター」において​​下水​

​　​​汚泥を燃料化する取り組みや​​、民間セメント会社と共同開発した​

​　方式による​​セメント原料化​​を行うなど、下水汚泥を資源として​

​　有効活用している。​

​２　下水汚泥の活用について​
​　​​⑴　背景​
​　　日本の農業は、肥料の主成分であるリンやカリウムの多くを海外からの輸入に　​

​依存しており、現在のウクライナ情勢などに起因する国際価格の高騰は、生産コス​

​トを圧迫する大きなリスクとなっている。国は今後、2030年までに肥料に占める国​

​内資源の利用割合を40％に高める目標を掲げている。​

​　　こうした中、北九州市では、下水道資源を肥料化することにより、新たな資源　​

​循環の創出と肥料の安定供給の実現を目標に、​​「北九州発のＳＤＧｓ肥料」の実用​

​化への気運の醸成を図る​​とともに、​​将来的な販路拡大に向けた理解促進・ＰＲ活​

​動を積極的に展開​​している。​
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​　⑵　肥料化の取り組み①：汚泥燃料化物の肥料利用​
​　　前述した汚泥から石炭代替燃料として製造されている固形燃料が、窒素（約４％）、リン酸（約３％）を　​

​含み、肥料としても有効であることが見出された。この燃料化物は​​「ＯＨ！ＤＡＹ！北九州」​​として肥料登録​

​されたが、農作物の生育に重要な要素の一つであるカリウムが不足しているため、そのままでは販路拡大が　​

​難しいという課題がある。現在では、肥料メーカーと連携しカリウムを添加して商品価値を高める方策が検討​

​されている。​

​　​​⑶　肥料化の取り組み②：製鉄スラグを用いたリン回収技術​
​　　市内に立地する日本製鉄九州製鉄所（八幡地区）から産出される製鉄スラグを活用し、下水処理の過程で　​

​生じる脱水分離液から​​高濃度のリンを回収する独自技術の開発​​を進めている。国の研究費を活用したパイロッ​

​トプラントでの実証実験が成功し、こちらも肥料として登録された。しかし、本格的な事業化はコストや採算​

​性の課題が残されており、より安価で効率的な回収方法を目指した研究開発が現在も続けられている。​

​　⑷　理解促進・ＰＲ活動​
​　　下水道由来の製品に対する消費者の心理的な抵抗感を払拭し、社会的な受容性を高めるためには、技術開発​

​と並行した巧みなＰＲ活動が不可欠であることから、北九州市は、市民を巻き込んだユニークな取り組みを通​

​じて資源循環の価値を可視化している。​

​　　​​① 「じゅんかん育ち」のホップ栽培​

​　　　地元団体と連携し、浄化センター内で下水再生水を利用してホップを栽培。収穫されたホップで醸造され​

​　た地ビール「KITAKYUSYUダブリュー」は話題を呼び、その先進性が評価され国土交通大臣賞を受賞。市民が​

​　「おいしい」と感じる製品を通じて資源循環の意義を直感的に伝えている。​

​　　​​② 日明じゅんかんファーム​

​　　　浄化センター内の敷地を活用し、汚泥燃料や再生水でサツマイ　​

​モやタマネギを栽培している。近隣の小中学生が植え付けや収穫　​

​を体験する環境学習の場として機能するだけでなく、収穫物から　​

​「さつまいもバター」や「タマネギドレッシング」といったＰＲ　​

​用のノベルティを制作。資源循環のプロセスと成果を具体的な形　​

​で市民に届けている。​

​３　下水道管路の老朽化対策について​
​　⑴　北九州市の下水道管路の現状​
​　　日本の多くの都市において、高度経済成長期に集中的に整備された社会インフラの一斉老朽化という深刻な​

​問題に直面している。特に下水道管路は、その多くが地下に埋設されているため劣化状況の把握が難しく、　​

​放置すれば道路陥没のような重大事故を引き起こすリスクを孕んでいる。​

​　　北九州市においても、下水道管路の総延長4,729kmのうち標準耐用年数である50年を経過した管路の割合​

​は、​​今後10年間で現在の約20％から約半数にまで急増する​​と予測されている。​

​　　下水道管路の老朽化は、硫化水素によるコンクリート管の腐食やそれに伴う道路陥没事故として既に発生し​

​ていることから、この危機的状況に対し北九州市は「上下水道事業中期経営計画2025」の中において、​​５年​​間​

​で約600億円の整備費のうち、約284億円を改築・更新に重点的に配分。​​老朽化対策を最重要課題の一つと​​明確​

​に位置づけている。​

​　⑵　予防保全への転換​
​　　従来までの事故が発生してから対応する「事後保全」では、増大し続ける老朽化​

​インフラに対応することは不可能である。そこで北九州市は、計画的な「予防保​

​全」へと大きく舵を切り、そのための科学的手法として​​アセットマネジメント​

​　を導入。​

​　　​​令和５年度には「下水道強靭化プラン」を策定​​し、リスク評価マトリクスを　　​

​作成。市内に張り巡らされた全管路を「被害規模（社会的影響度）」と「発生確​

　率（不具合の起こりやすさ）」の２軸で評価し、すべての管路をリスクの高さに​

　応じた優先順位１～９までに分類。これにより、限られた予算と人員を最も​

　リスクの高い管路の点検・調査・更新に集中的に投下する、​​メリハリをつけ​

　​​た効率的な維持管理戦略を実現​​している。​
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​　​​⑶　新技術の活用による効率化​
​　　急速に増加する点検対象に対し、従来の人手に頼った手法だけでは到底追いつかないことから、北九州市で​

​は、点検・調査の効率化と高度化を目指し、​​新技術を積極的に活用する「メンテナンスのＤＸ」を推進​​してい​

​る。​

​　　​​① 高速ＴＶカメラ（もぐりんこ）​

​　　　管路内部を調査する自走式カメラ。調査効率が従来の１日あたり約300ｍから最大1,000ｍへと３倍以上に​

​　向上し、点検のスピードアップとコスト削減に大きく貢献している。​

​　　​​② 飛行式ドローン（ＩＢＩＳ２​​）​

​　　　人が進入困難な大口径管や、硫化水素ガス発生の危険がある場所の調査において、安全性を飛躍的に高め​

​　た。まだ飛行時間や自己位置特定の精度に課題が残るものの、危険な現場での調査を可能にする画期的な　​

​　ツールである。​

​　　​​③ 地中レーダー探査車​

​　　　埼玉県八潮市の大規模道路陥没事故を受け、特にリスクが高いと評価された大口径管の上部路面を走行　​

​　し、地下の空洞を非破壊で検知する緊急調査を実施。これにより、事故の予兆を早期に発見し、未然に防ぐ​

​　取り組みを強化している。​

​　　　このように北九州市では、リスク評価という戦略的アプローチと、ＤＸという技術的アプローチを両輪で​

​　進めることにより、持続可能なインフラ管理モデルの構築に挑戦している。​

​４　現地視察​
​　日明浄化センタービジターセンター内の見学施設や汚泥燃料化センター等の現地視察を行った。​


